
1 

 

 

 

（目 的） 

第１条 この組合は、農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な措置を講じることによ

り、石田地区の農業の振興と農業経営の改善を図ることを目的とする。 

（名 称） 

第２条 この組合は、「石田農業組合」（石田地区農用地利用改善組合）とする。 

（地 区） 

第３条 この組合の地区は、守山市が策定した農業に関する地域計画の石田地区とする。 

（組合の事務所） 

第４条 この組合の事務所は、石田町集会所内に置く。 

（事 業） 

第５条 この組合は、第１条の目的を達成するため次の事業を行う。 

（１） 農用地利用改善事業の実施に関すること。 

（２） 組合員の事業に必要な共同利用施設の設置に関すること。 

（３） その他第１の目的達成に必要な事業に関すること。 

（組合員の資格および諸事業への参加と不参料の支払い） 

第６条  この組合の組合員の資格を有する者は、石田地区内の農用地につき所有権又はその他の使

用収益権を有する者及び組合の事業施設を利用することが相当と認められる者（以下、「組

合員」と称する。）とする。 

 ２  組合員は、この組合が実施する総会・湯のぼり・農業用排水路掃除（手溝掘り） の各事 

業および組合員全員を対象とする事業には参加（出動・出席）しなければならない。これら

を欠席する場合は、別表に定める不参料を支払わなければならない。    

（組合への加入脱退と持分の放棄） 

第７条 この組合への加入及び脱退は、組合員の自由意志で決定し、組合長に届け出ることにより

効力を生ずる。但し、持分の払戻請求権はこれを放棄するものとする。 

（組合の役員） 

第８条 この組合の業務を円滑に運営するため、次の役員を置く。 

（１）組合長   １名 

（２）組合長代理 １名 

（３）会 計   １名 

（４）協議員   ５名 

（５）監 事   ３名以内 

 ２ 組合長は、この組合を代表し、会務を処理する。 

 ３ 組合長代理は、組合長を補佐し、組合長事故あるときは、その職務を代理する。 

 ４ 会計は、収支に関する一切の事務を処理する。 

 ５ 協議員は、役員会に出席し協議事項について審議する。 

６ 監事は、会計および会務の執行を監査する。 

 （役員の選出） 

第９条 役員の選出は、総会における組合員の互選による。 

 （役員の任期および手当て） 

第10条  役員の任期は３年とし、再任を妨げない。ただし、補欠により選任された役員の任期は、

前任者の残任期間とする。 
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 ２ 役員には別表に定める手当てを支給する。 

  （総 会） 

第１１条 総会は、毎年１回開催する。組合員の３分の２以上の請求があったときは、臨時総会を

開催することができる。 

  （総会の議決事項） 

第 1２条 次の事項は総会の議決を経るものとする。 

（１） 規約の変更 

（２） 解散 

（３） 特定農用地利用規程の作成及び変更（期間延長を含む） 

（４） 事業計画及び収支予算の決定又は変更 

（５） 事業報告及び収支予算の承認 

  （総会の議決方法） 

第 13 条 総会は、組合員総数の２分の１以上に当たる者が出席して開くものとする。 

２ 組合員は、総会において、各１個の議決権を有する。 

３ 総会議事は、出席者の議決権の過半数で決する。 

  （経費の財源および道敷料の支払い） 

第 1４条 この組合の運営に関する経費は、別表に定める協力金・水利費等をもって充てる。 

   ２ この組合が、農道拡幅・整備のため関係する地権者より土地を借り受けた場合は、別表  

    に定める道敷料を支払うものとする。 

  （会計年度） 

第 1５条 この組合の運営及び会計年度は、毎年１月１日から１２月３１日とする。 

 

附 則 

 この規約は、平成１７年６月２日から施行する。 

  改正 平成１８年 １月１４日 

  改正 平成１９年 １月１４日 

  改正 平成１９年 ４月 ７日 

  改正 平成２６年 １月１３日 

  改正 平成２９年 ２月１２日 

  改正 令和 ５年 ２月 ５日 

  改正 令和 ７年 ４月 ６日 
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         協力金・水利費・役員手当・不参料・道敷料の金額 

 

１．協力金・水利費の金額と徴収基準 

 

 （１）協力金・水利費の金額（年間） 

   ①協力金の金額・・・・・・・・・１０ａ当たり 2,000円  

 

   ②水利費の金額・・・・・・・・・１０ａ当たり 2,000円 

 

 

なお、開発により農業組合の活動に支障が生じる場合、必要な金額の補償を求める 

イ．開発者が石田町在住の方の場合  0円 

    ロ．開発者が上記以外の方の場合   協力金・水利費２０年分 

 

（２）協力金の徴収基準 

   ①石田本郷分 

    イ．従前本郷農地・・・・・・・１００％ 

    ロ．圃場整備田・・・・・・・・ ７５％（石田町組合員と認定農業者） 

   ②赤野井町よりの入作田・・・・・ ８０％（下台又地区（上奈良田・下奈良田）） 

   ③赤野井町その他町 

    よりの入作圃場整備田・・・・・ ２０％（認定農業者は７５％） 

     ＊赤野井町の徴収は年１回、１１月末までに納付書を郵送する。 

 （３）水利費の徴収基準 

   ①石田の割合 

    イ．従前本郷農地・・・・・・・１００％ 

    ロ．圃場整備田・・・・・・・・  ０％ 

   ②赤野井町よりの入作田・・・・・１００％ 

   ③石田町より出作田・・・・・・・  ０％ 

 

２．役員手当   

 ①組合長             ５０，０００円                 

 ②組合長代理           ３０，０００円                 

 ③会 計（水利会計含む）     ５０，０００円（内水利会計分１０，０００円）                

 ④協議員             １０，０００円                 

 ⑤監 事             １０，０００円 

⑥水利員             ４０，０００円                 

 

３．不参料    

 ①恒例事業・全組合員参加事業    ３，０００円（１日または１回）        

 

４．道敷料    １㎡当たり               ＠３０円                 

別 表 


